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研究成果の概要（和文）：差別化された製品の需要推定は、ブランド価値の評価や価格設

定などマーケティングにとって重要な問題の研究に必要不可欠である。しかしながら製

品の市場シェアとその特性のみが入手可能な場合も少なくない。このような場合に製品

から得られる効用最大化を目指す個人の消費行動と利益最大化を目指す寡占企業の供

給行動から市場価格と市場シェアを説明する頻度・ベイズ理論に基づくモデルを提案し、

多期間への拡張の準備を行った。 

 
研究成果の概要（英文）：Estimating demand for differentiated goods is essential in 
evaluating brand equity and pricing, two of the most important areas in marketing. 
It is often the case that purchasing history of a group of households is not 
available, but instead only the market share and characteristics of products 
under study are available. Through the research funded by this grant, we proposed 
method to estimate models of great importance, random-coefficients discrete 
choice models of demand and supply via frequentist and Bayesian perspectives and 
made preparations to expand the model to choice problems over multiple periods. 
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１．研究開始当初の背景 
 
差別化された製品の需要推定に関する最初の

研究が1974年のFrontiers of Econometrics

に掲載の論文”Conditional logit analysis 

of qualitative choice behavior” である。

この論文において McFadden は現在も広く用

いられている logit model of demand を提唱
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した。このモデルは他製品への代替パターン

が不自然であり、消費者間の嗜好の違いを反

映できない。このため1978年 Spatial 

Interaction Theory and Planning Modelsに

掲載の論文 ”Modeling the Choice of 

Residential Location” において McFadden 

自身もより一般的な nested logit model を

提唱するに至った。また Bresnahan は需要の

推定と寡占下の市場における価格決定行動を

同時に取り扱った1987年 Journal of 

Industrial Economics 掲載の論文  

”Competition and Collusion in the 

American Automobile Oligopoly”で 

vertical differentiation model を提唱した。

Berry, Levinsohn, and Pakes （以降BLP1995

と略す）は1995年Econometrica に掲載の論

文 ”Automobile prices in market 

equilibrium” で random-coefficients 

discrete-choice models を提唱した。このモ

デルは消費者効用の係数に分布 を仮定する

ため消費者間の嗜好の違いを反映でき、前述

の他のモデルより他製品への代替パターンが

現実的となる。また需要・供給の両面を考慮

した市場均衡モデルとなっている点も差別化

された耐久消費財の需要を推定する際重要な

長所となる。その後も random-coefficients 

discrete-choice models を基礎に需要・供給

の両面を考慮して推定の精度をあげる方法が

提案されている。Petrin は2002年の Journal 

of Political Economy 掲載の論文  

”Quantifying the Benefits of New 

Products: The Case of the Minivan” の中

で、同モデルを基礎に購買パターンと人口動

態的な情報を関係付けるマイクロモーメント

が入手可能な場合に推定精度をあげる方法を、

またBerry, Levinsohn, and Pakes は2004年

のJournal of Political Economy 掲載論

文 ”Differentiated Products Demand 

Systems from a Combination of Micro and 

Macro Data: The New Vehicle Market” にお

いて、同モデルを基礎に、商品購入の際に比

較した商品のデータが入手可能な場合に推定

精度をあげる方法を提案した。応用産業組織

論の theory-driven なこれらの研究手法は

マーケティング分野の競争的価格設定の研究

にも波及している。たとえば Sudhir は頻度

理論の立場から2001年 Marketing Science 

収録の論文 ”Competitive Pricing Behavior 

in the Auto Market: A Structural Analysis”

において BLP1995 を用いてアメリカ自動車

市場価格設定における競争と協調を分析した。 

 マーケティング分野においてベイズ理論を

用いた競争的価格設定の研究として見逃せな

いのが Quantitative Marketing and 

Economics に掲載された Yang, Chen and 

Allenby (2003、以後YCA2003) 論文  

”Bayesian Analysis of Simultaneous Demand 

and Supply" である。この中で彼らは消費者

の購買記録が入手可能な場合について需要と

供給の両面を考慮に入れた市場均衡における

ベイズ理論に基づく推定手法を提案した。消

費者の効用の係数に確率分布を仮定すること

によって消費者間の嗜好の違いを反映させ、

マーケティング分野で広範に用いられるベイ

ズ理論を用いてパラメータ推定方法を確立し

たこの研究の一部は、製品の市場シェアのみ

が入手可能な場合へと拡張されて Jiang, 

Manchanda, and Rossiが2007年 Journal of 

Econometrics に発表した "Bayesian 

analysis of random coefficient logit model 

using aggregate data" に受け継がれ、製品

価格と市場シェアという内生変数の尤度関数

からベイズ理論に基づきパラメータの事後分

布を導出する方向に発展した。この論文は 

YCA2003 が提案した一つのアプローチ 

limited information model を採用している。



製品価格を単純に定式化したこのモデルでは、

供給側の価格競争は定式化されない。Romeo

は2007年 Computational Economics に掲載

された論文において前述のBLP1995 と同様操

作変数に基づいた目的関数を構成し、これに

基づいた事後分布をつくる方法を提唱した。

以上が研究当初の背景である。 

 

２．研究の目的 

第一は需要と供給の両面を考慮にいれた市

場均衡点における１)一般化モーメント法推

定量の一致性・漸近正規性の導出、2)これに

加えて購買パターンと人口動態的な情報を関

係付けるマイクロモーメントが入手可能な場

合の同推定量の一致性・漸近正規性の理論的

導出・シミュレーション実験である。Berry, 

Linton and Pakes が2004 年に Review of 

Economic Studies に発表した論文は

random-coefficients discrete-choice 

models によって需要側を定式化して一般化

モーメント法推定量の一致性・漸近正規性を

導出しているが、供給側およびマイクロモー

メントを考慮に入れていない。これに対し

BLP1995 の問題点として指摘されてきた推定

漸近標準誤差の大きさを、上記Petrin が2002

年に提示したアイディアと供給サイドの定式

化を用いて改善できることを頻度理論に基づ

き理論的に明らかにすることである。 

第二は寡占状態にある供給側がベルトラン

ゲームを行うというゲーム論的にすぐれた定

式化のもとで需要・供給の両面を考慮に入れ

た市場均衡における尤度を用いたfull 

information modelに基づくベイズ理論に基

づく新たな推定手法の提案である。 

 第三はこれらの結果を踏まえて多期間にお

ける離散選択モデルへの拡張の準備を行うこ

とである。 

 
３．研究の方法 

（需要側）需要側にはCobb-Douglas 型の効用

関数を仮定する。具体的には消費者

i,i=1,…,Im の製品j,j=1,…,Jm に対する市

場m,m=1,…,M における効用はlog(消費者i 

の所得yi－製品j の価格pj)とp 個の製品特

性(x1j,…,xpj)の線形関数であるとする。製

品特性に対する係数パラメータ(αi, 

β1i,…,βpi)=(αi,βi) は、共通部分と消

費者間の嗜好の違いを反映したランダム係数

（頻度理論）部分からなるか、または確率分

布を持つ（ベイズ理論）とする。さらに消費

者がある特定の製品に対して抱いているブラ

ンドのイメージ、広告から受ける影響、スタ

イルに対する嗜好、過去の購入の際に受けた

サービスの印象など、は研究者には観測でき

ないが消費者の効用には影響を与えるので、

これらをまとめた市場mにおける観測できな

い製品特性ξimが効用に含まれているものと

する。さらに消費者・製品両方に依存する無

作為の観測誤差εim を仮定する。したがって

市場m における消費者i の製品j に対する効

用Uijm は以下のように書ける。 

Uijm=αi log(yi－pj)+ x1jβ1j+…+ 

xpjβpj+ξim+εim               

(1) 

式(1)右辺の最初の項αi log(yi－pj) は高

額な製品が高所得の消費者の効用にはそれほ

ど影響を与えないが低所得の消費者には相対

的に大きな影響を与えることをモデル化した。

消費者は市場において自らにとって式 (1) 

のように定式化された効用を最大とする製品

を選ぶ。誤差項に極値分布を仮定することに

より消費者i の製品j に対する購入確率は 

sij=exp(αi log(yi－pj)+ x1jβ1j+…+ 
xpjβpj+ξim)/ Σexp(αi log(yi－pj)+ 
x1jβ1j+…+ xpjβpj+ξim)          
(2) 

となる。ここで購買パターンと人口動態的な

情報を関係付ける全国的かつ付加的な情報が



入手可能であるとする。このような資料は調

査会社なども公開しており、比較的容易に入

手可能である。いま入手可能な情報が製品特

性のk 番目xkj に関する情報であり、それら

に対して関連する人口動態的なl 個のカテゴ

リーからなる情報d=(d1j,…,dlj)があるとし、

それらの積(xkjd1j,…, xkjdlj)に対して消

費者の嗜好の違いを反映して確率分布を持つ

係数パラメータ(θ1i,…,θli)が定義されて

いるとしよう。この結果式 (1) の効用関数は 

Uij=αi log(yi－pj)+ x1jβ1j+…+ 

xpjβpj+θ1ixkjd1j+…+θlixkjdlj+ξim+ε

im (3) 

と書き直すことができる。誤差項に極値分布

を仮定することにより市場m における消費者

i の製品j に対する購入確率は式(2)と同様

に求められ、このsij を所得yi と係数パラメ

ータ（αi, β1j, …,βpj,θ1i,…,θli）の

同時分布によって積分することによって製品

j に対する理論的な市場シェアsj を得るこ

とができる。このsj はすべての製品の価格p 

やその他の観測可能な製品特性x、それらの製

品特性と人口動態的な情報との積xkd、観測で

きない製品特性ξ のみならず所得yi と係数

パラメータ（αi, β1j, 

…,βpj,θ1i,…,θli）の同時分布f(y, α, 

β1,…,βp,θ1,…,θl)= f(y, α, β, θ) 

の関数となる。よって 

sj=sj(p, x, xkd, ξ, f(y, α, β, θ))      
(4) 

 

（供給側）供給側は生産者f, f=1,…F のみが

存在し、生産者と小売業者のあいだゲームは

仮定しない。ただしこの仮定は比較的簡単に

緩めることができる。これらの生産者は

J1+…+JM=J 個の製品が提供されている寡占

市場においてベルトラン競争を行っているも

のと仮定する。個々の生産者は自らが生産す

る複数の製品から得られる利益を最大化する

ように行動する。すなわちこの製品の総市場

規模をT とし、製品ｊとｋが同じ生産者によ

って製造されていれば1、そうでなければ0 を

とる関数をδjk とすると製品j の利潤は 

Пj=T·sj(pj-cj)+Σ δjk T·sk(pk-ck)     

(5) 

と書くことができる。ここでcjは製品ｊの一

単位当たりの費用であり、log(cj)はコストに

影響を与える製品特性やその他の生産要素の

価格であるコストシフターz=(z1j,…,zqj)の

線形関数であるとする。これらに対する係数

パラメータγ=(γ1,…,γq)は生産者間の費

用構造の違いを反映して確率分布を持つとす

る。さらにlog(cj)は製品j に対する企業内の

オーバーヘッドや投入された広告費等の研究

者が観測できない製品特性ηj にも影響を受

けるとする。すなわち製品j に対する費用は 

log(cj)=z1jγ1j+…+zqjγqj+ηj        

(6) 

すべての市場に供給される製品はおいて提供

される製品は、ナショナルマニュファクチャ

ラ―によってのみ生産されているかナショナ

ルキャリア―の援助を受けて提供されるもの

とする。またこの事実を反映して、式 (6) の

費用には規模の経済を持たせている。式 (5) 

をpj により微分して解き、式 (6) に代入し、

生産者の価格設定式pj を得ることができる。

このpj は対象とする市場にある全製品につ

いて、市場シェアs や観測可能な製品特性x、

それらの製品特性と人口動態的な情報との積

xkz、研究者が観測できない消費者にとっての

製品特性ξ、消費者の所得y、コストシフター

z、研究者が観測できない生産者にとっての製

品特性η およびどの製品が同一の生産者に

よって生産されているかを示すインディケー

ターδ のみならず消費者の係数パラメータ

α, β, θ、および生産者の係数パラメータ

γ=(γ1,…,γq)の同時分布



g(γ1,…,γq)=g(γ)の関数となる。よって 

pj=(s, x, xkz, ξ, y, δ, z, η , α, β, 

θ, g(γ)) (7) 

 

（市場均衡式）式 (4) の右辺に全製品の市場

シェアs が、式 (7) の右辺に全製品の価格p 

が現れていることからはっきり読み取れるよ

うに式 (4) と (7 )は市場均衡式になってお

り、ベイズ理論では、これらを同時に満たす

需要側パラメータの同時分布f(y, α, β, 

θ)および供給側パラメータの分布g(γ)を求

めることに帰着する。 頻度理論では、市場数

m を無限大に増加させたとき、観測可能な製

品特性x からつくられた操作変数と研究者が

観測できない消費者にとっての製品特性ξ 

の積からなる一般化モーメント条件を最小に

するパラメータ推定量の漸近的性質に帰着さ

せることができる。 

 
 
４．研究成果 

 

Myojo and Kanazawa （研究業績2）は2012 年 

International Economic Review において

BLP1995 の問題点として指摘されてきた推定

漸近標準誤差の大きさを、上記Petrin が2002

年に提示したアイディアと供給側をも用いて

改善できることを頻度理論に基づき示した。

この結果は研究業績2にある。 

第二は寡占状態にある供給側がベルトランゲ

ームを行うというゲーム論的にすぐれた定式

化のもとで需要・供給の両面を考慮に入れた

市場均衡における尤度を用いたfull 

information modelに基づくベイズ理論に基

づく新たな推定手法の提案である。この結果

は研究業績11、13、18にある。 
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